
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

融 資 

対  象  者 

危機関連保証、セーフティネット保証(SN)４号・５号のいずれかの認定※を取得した
個人事業主、小・中規模事業者 

融 資 

限  度  額 
4,000 万円（拡充前 3,000 万円） 

融 資 期 間 10 年以内（うち据置期間 5 年以内） 

融 資 利 率 
１年以内：年 0.7％以内、３年以内：年 1.1％以内 
５年以内：年 1.3％以内、10 年以内：年 1.5％以内 

利 子 補 給 

事業者が支払った利子相当分をキャッシュバックします 

対象 売上減少率 利子補給 

個人事業主（小規模のみ） ５％以上 
当初３年全額 

小・中規模事業者（上記除く） 15％以上 
 

信用保証料 

助 成 

信用保証料をゼロまたは半額に助成します 

対象 売上減少率 保証料助成率 

個人事業主（小規模のみ） ５％以上 
10/10 

小・中規模事業者（上記除く） 
15％以上 

５％以上 15％未満 1/2 
 

 
 
 
 
 

 

(1) 本資金の特徴 

令 和 ２ 年 ６ 月 1 5 日 
経 済 局 金 融 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

実質無利子融資の融資限度額を 

3,000 万円から 4,000 万円に拡充します 

～認定会場を移転し、「横浜市緊急融資認定センター」を設置します～ 

５月に創設し、多くのご利用をいただいている実質無利子融資（横浜市新型コロナウイルス感染症対応資

金）について、６月 15 日（月）より融資限度額を 3,000 万円から 4,000 万円に拡充します。 

また、実質無利子融資を受ける際に必要となる認定を行う会場について、７月６日（月）から横浜情報文

化センター10 階に移転し、名称を「横浜市緊急融資認定センター」とします。 

１．実質無利子融資（横浜市新型コロナウイルス感染症対応資金）について 

・ 横浜市内に事業実態のある事業所があること 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高が減少していること 

売上減少率  危機関連保証：15％以上 / SN4 号：20％以上 / SN5 号：5％以上 

 

実質無利子※・無担保 

※当初３年間の利子相当分をキャッシュバック 
融資額 4,000 万円まで 

据置期間 最大５年間 信用保証料 半額又はゼロ 

裏面あり 

(2) 本資金の内容 

要件を満たした場合は、既存の借り入れ分の借り換えも可能です。 

※「横浜市新型コロナウイルス感染症対応資金」の利用のために必要な認定の要件 

 今回拡充 



 

 
 

・融資メニューの実績について 
                                            （単位：件、億円） 

※「経済変動対応資金（新型コロナウイルス感染症対応に伴い拡充した要件）」（2/5～）、「新型コロナウイルス感染 
症対策特別資金（売上 20％以上減少型）」（3/2～）、「新型コロナウイルス感染症対策特別資金（売上５％以上 
減少型）」（3/6～）「新型コロナウイルス感染症緊急特別資金（売上 15％以上減少型）」（3/13～） 

 

 

 

 
２月～４月 ５月 

６月 

※６月５日時点 
合計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

実質無利子融資 

（５月 18 日～） 
－ － 2,160 421 809 144 2,969 565 

既存のコロナ 

関連融資メニュー※ 
2,405 770 845 292 142 57 3,392 1,119 

合計 2,405 770 3,005 713 951 201 6,361 1,684 

お問合せ先 

（制度融資や認定に関すること）経済局金融課長 富澤 理子 Tel 045-671-2586 

（信用保証に関すること）横浜市信用保証協会経営企画課長 松岡 真樹 Tel 045-662-6622 

(2) 移転先 

２．新型コロナウイルス感染症に対応する融資メニューの実績について 

３．「横浜市緊急融資認定センター」について 

(1) 移転日（業務開始日） 

令和２年７月６日（月） 

令和２年７月３日（金）までは、 

横浜メディア・ビジネスセンター７階（中区太田町２-２３） 

横浜情報文化センター 10 階 

（横浜市中区日本大通 11 番地） 
＜横浜情報文化センター 外観＞ 

(3) 受付時間※移転前と同じ 
受付時間 午 前  8：45～11：00 

午 後  13：00～16：00 

電話：045-662-8931 FAX：045-651-3518 

(4) 交通アクセス 
みなとみらい線『日本大通り駅』３番出口直結 
JR 根岸線『関内駅』徒歩 10 分 

市営バス『日本大通り駅 県庁前』バス停徒歩 1 分 

経済局金融課相談認定係も７月６日（月）に横浜情報文化センター（７階）に移転します。 

これに伴い、特別経営相談窓口等も、横浜情報文化センター（７階）で行います。 

連絡先に変更はありません。 電話：045-662-6631 FAX：045-651-3518 


